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１ 目的 

宮城県における６５㌧～１０５㌧型の沖合底びき網漁業（以下、「沖合底

びき網漁業」という。）は、スルメイカ、タラ類、キチジ、イラコアナゴ（沖

ハモ）などの水揚物を、石巻や女川、塩釜に供給する基幹産業であり、本

県沿岸地域の経済を支える必要不可欠な漁業である。 

平成２３年３月の東日本大震災の発生時には、沖合底びき網漁船（以下、

「沖底船」という。）全船が沖合で操業中であったため船の被災は免れたもの

の、宮城県内の魚市場を始めとする水産関係設備や漁業者の自宅・倉庫が甚

大な被害を受けた。東京電力(株)福島第一原子力発電所事故により、これま

では宮城県から茨城県沖で操業を行っていたが宮城県沖の操業のみに限ら

れ、加えて出荷制限や風評被害のほか、地盤沈下の影響で冷蔵冷凍施設や加

工施設の復旧が進まず十分な水揚げができない状況となった。 

その後、平成２７年９月に石巻では閉鎖型高度衛生管理型魚市場が全面供

用を開始し、現在、水産関係設備はほぼ震災前の水準に回復、水産加工業者

も約８０％が営業を再開し、宮城県内における原発事故による出荷制限も無

くなっている。また、３期にわたりがんばる漁業復興支援事業（収益性回復・

改善型）を実施し、グループ操業による効率的な漁場の利用、流通加工業界

と連携した水産物の供給体制の構築、省エネ・付加価値向上・労働環境改善

のための次世代モデル船の導入を図ることができた。 

しかしながら、依然として漁場が宮城県及び福島県沖の一部海域に限られ

ている中で、 従来の漁獲対象はスルメイカやタラ類であったが、海洋環境の

変化によりサバの漁獲が増大し対象魚種も大きく変化している。また、一部

の国々では食品の輸入規制が継続されるなど、原発事故に伴う宮城県水産物

に対する風評は未だ完全な払拭には至っていない。更に、十分に国民の理解

が得られているとは言い難い状況において、ＡＬＰＳ処理水の海洋放出が実

行されれば新たな風評被害の発生が懸念される現状にある。 

このような状況の下、がんばる漁業（福島県沿岸における生産回復型）を

活用することにより、関係する３団体・４地区・４計画が連携し、先ずは宮

城県沖と福島県沖の入会操業を再開・推進し、併せて更なる生産性の回復に

取り組み、福島県の漁業復興を応援しつつ地元水産業の復興を図りたい。 

＜関係３団体・４地区＞ 

  宮城県沖合底びき網漁業協同組合・石巻（以下「宮城沖底」と称す。） 

  宮城県近海底曵網漁業協同組合・石巻（以下「宮城近底」と称す。） 

  福島県機船底曳網漁業組合連合会・相馬、いわき 

（以下「福島相馬」、「福島いわき」と称す。） 
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２ 地域の概要   

（１）石巻地域の概要 

 石巻市は、平成１７年４月１日に石巻市・河北町・雄勝町・河南町・桃生

町・北上町・牡鹿町の１市６町が合併し、県下第二の都市となっている。 

 当地区は、宮城県牡鹿半島の南西部、旧北上川河口に位置し、遠洋・沖合・

近海漁業の水揚港である石巻漁港があり、また水産加工業も極めて盛んなこ

とから水産物の全国的な供給基地として重要な役割を果たして来た（図－

１）。 

 昭和４９年（１９７４年）、当時東洋一の施設を誇る石巻新漁港の開港を

契機に魚市場も現在地に移転し、従来の河口港の狭隘の悩みから解消され、

大型漁船の出入りが増加した。しかし、昭和５２年の２００海里規制の実施

により、当地区の水産業は大きな打撃を受けることとなった。その結果、そ

れまでの遠洋・北洋魚種中心の水揚げから、イワシ・サバ・カツオ等の沖合・

近海漁業の水揚げへと移行した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 震災前の石巻魚市場周辺 

 

 石巻魚市場における水揚量は、昭和６２年の４０万㌧をピークに減少、平

成２３年の震災前は概ね１２万㌧前後で推移し、また水揚金額についても、

昭和５７年の３３３億円をピークに減少、震災前は概ね１８０億円前後で推

移していた（図－２）。石巻魚市場で水揚げされた水産物により、水産加工・

流通などの関連業種を含め、裾野の広い地域産業が形成されていた。 

 また、震災前の石巻魚市場において、底びき網漁業が全水揚量のうち約２

８％、全水揚金額のうち約３０％を占めていた（図－３）。 
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図－２ 石巻魚市場の水揚状況の推移（昭和５６年～） 
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図－３ 石巻魚市場における漁業種類別の水揚量・金額割合（平成元年～） 

 

 しかしながら、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災に伴う津波

により、石巻魚市場をはじめ流通・加工施設や水産関連施設が壊滅的な被害

を受け、地域全体も地盤沈下し、漁港機能はもとより水産加工機能が一時的

に停止した。 

 その後、漁港や魚市場荷さばき施設は仮復旧により平成２３年７月１２日

から再開し、平成２７年９月１日には、水揚物の高度衛生管理に対応した閉

鎖型魚市場が全面供用を開始した（図－４）。製氷能力、貯氷能力、凍結能

力、冷蔵能力もそれぞれ震災前と同程度まで回復するなど、水産業関連施設
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の整備は着実に進んでいる。加えて、水産加工業者も約８０％の企業が営業

を再開し、漁船漁業の受入体制も整いつつある。 

 その結果、近年の石巻魚市場における全体の水揚量は約１０万㌧と震災前

の約８割、水揚金額は１６０億円と震災前の約９割まで回復、底びき網漁業

による水揚量は約３．５万㌧、水揚金額は５５億円とそれぞれ震災前の約７

割まで回復した。また、石巻魚市場における全漁業種類の水揚げのうち、底

びき網漁業の水揚量は約２６％、水揚金額は約２８％を占めている（図－３）。 

 前浜水産物の水揚げ減少や復旧に要した借入金の返済などで経営環境の

悪化に苦しんでいる県下の水産加工業者からは、当該漁業の水揚げ回復に強

い期待が寄せられており、これら水産物を最大限活用し、地域水産業を早期

に復興させることが重要な課題となっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 震災直後と現在の石巻魚市場周辺 
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（２）沖合底びき網漁業 

 ①震災前～震災直後の状況 

  石巻地域における沖底船は、禁漁期の７～８月を除く１０か月間、宮城

県沖から茨城県沖の概ね水深１００ｍから１５００ｍまでの漁場で操業

を行っていた。 

主な漁獲物は、水深１００～２００ｍ付近でのスルメイカ、水深３００

～５００ｍ付近でのマダラ、スケソウダラ、水深７００ｍ付近でのキチジ、

イトヒキダラ、イラコアナゴ（沖ハモ）が中心であった。これらの水産物

は、鮮魚出荷のみならず水産加工原料として供給されており、地域経済の

基盤となっていた。 

 平成２３年３月の東日本大震災の発生時には、全船が沖合で操業中であ

ったため船の被災は免れたものの、宮城県内の魚市場を始めとする水産関

係設備や漁業者の自宅・倉庫が甚大な被害を受け、休業を余儀なくされた。

その後平成２３年９月から本格的な操業が再開した（表－１）。 

  しかしながら、震災前は茨城県から宮城県沖で操業を行っていたが、東

京電力(株)福島第一原子力発電所事故の影響により、福島県沖合海面以南

での操業ができず、加えて出荷制限や風評被害のほか、地盤沈下などの影

響で冷蔵冷凍施設や加工施設の復旧が進まなかったことから、十分な水揚

げができない状況となっていた。 

  このような中、地域経済の核である沖合底びき網漁業の操業再開は、石

巻地域の復旧、復興に必要不可欠であることから、宮城県沖合底びき網地

域漁業復興プロジェクト漁業復興計画を策定し、３期にわたって、がんば

る漁業復興支援事業（収益性回復・改善型）を実施してきた。 
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図－５ 宮城県沖と福島県沖の入会操業海域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

図－６ 沖底船の魚種別水揚量及び金額 
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所属機関名 役　職 氏　名

宮城県沖合底びき網漁業協同組合 代表理事組合長 鈴木　廣志

同　上 理　事 髙橋　孝信

同　上 理　事 佐藤　秀

同　上 理　事 阿部　達男

同　上 理　事 渡辺　俊雄

石巻魚市場株式会社 代表取締役社長 佐々木　茂樹

同　上 相談役 須能　邦雄

株式会社女川魚市場 代表取締役社長 加藤　實

塩釜地区機船漁業協同組合 総務課長 髙橋　直樹

石巻魚市場買受人協同組合 理事長 布施　三郎

（一社）全国底曳網漁業連合会 事務局長 郡司　理

（一社）海洋水産システム協会 研究開発部長 酒井　拓宏

宮城県水産林政部水産業振興課 課　長 阿部　丈晴

石巻市産業部水産課 課　長 小野寺　宏晃

塩竈市産業環境部水産振興課 課　長 鈴木　陸奥男

女川町産業振興課 課　長 阿部　清人

３ 計画内容 

（１）参加者等名簿 

①協議会委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②参加船名簿 

 

※第３１大林丸は既存船で事業を開始し、１年後の令和６年９月から新船に入れ

替わって事業を継続する。 

③事務局 

 

 

船　名 船舶所有者 総トン数 備考

※第３１大林丸 (株)真髙漁業 ６６㌧ 昭和６３年７月進水

第５８漁栄丸 (株)七ヶ浜水産 ６６㌧ 昭和６３年７月進水

第５７大吉丸 （株）丸要漁業部 ８２㌧ 平成２年１１月進水

第５８幸勝丸 幸勝水産(株) ６５㌧ 平成３年１１月進水

第８３榮久丸 裕清（株） ６５㌧ 平成４年９月進水

第８１龍神丸 (株)鈴木漁業 ６５㌧ 平成１０年７月進水

第８６龍神丸 (株)鈴木漁業 ７５㌧ 平成１５年７月進水

第７８竜丸 小玉漁業(有) ７５㌧ 平成２０年７月進水

第３７八興丸 八興漁業（株） １０５㌧ 平成２８年１１月進水

第１１宏伸丸 （株）渡會 １０５㌧ 令和２年５月進水

第５１大林丸 (株)真髙漁業 １０５㌧ 令和２年７月進水

第８８竜丸 小玉漁業(有) １０５㌧ 令和３年１月進水

所属機関名 役　職 氏　名

宮城県沖合底びき網漁業協同組合 参　　事 大澤　正明

同　上 総務部長 髙橋　涉
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（２）復興のコンセプト 

がんばる漁業（福島県沿岸における生産回復型）を活用することによ

り、関係する３団体・４地区・４計画が連携し、先ずは宮城県沖と福島県

沖の入会操業を再開推進し、併せて更なる生産性の回復に取り組み、福島

県の漁業復興を応援しつつ、地元水産業の復興を図る。 

 

＜操業・生産に関する事項＞ 

  

Ａ 宮城県沖と福島県沖の入会操業の再開・推進等 

① 宮城県沖と福島県沖の入会操業の再開・推進 

宮城近底、福島相馬及び福島いわき地区と連携して宮城県沖と福島県

沖の入会操業を再開し、復興プロジェクトの成果を踏まえて徐々に入会

水域を拡大することを図る。福島県沖での操業は輪番制とし、入域日及び

入域船等の操業内容は、事前に福島県漁業者に連絡、周知する。 

② 福島県沖操業における海中ガレキの回収 

福島県沖の深場操業の際に回収した海中ガレキを宮城県内の水揚げ港

にて処分する。 

③ 福島県沖での漁獲物の宮城県内魚市場への水揚げ 

福島県沖での漁獲物は福島県内と同様の基準で放射性物質検査を行

い、安全性を確保する。福島県沖での漁獲物を宮城県内の魚市場におい

て販売するとともに、宮城県内における福島県産漁獲物の市場評価に関

する情報収集を行うことにより福島県水産業の復興を応援する。 

④ 福島県内魚市場への水揚げ 

福島県沖の漁獲物の福島県内魚市場への水揚げについては、福島県の

魚市場及び買受人等の要望を踏まえて、福島県関係者と魚種ごとの数量

について協議の上、福島県内の魚市場への水揚量を増加させる。 

 

Ｂ  漁場や資源に応じた操業方法、操業体制の転換 

①   １２隻のグループ操業 

１２隻をグループに分けて「沿岸・沖合・福島海域」の３区域を各グル

ープが交代しながら操業を行うこと基本とし、グループ編成や操業水域

は適宜資源状況や海況等によって判断する。また、往復航行時の経済速力

の遵守によるコスト削減を図るとともに、魚市場及び買受人等のニーズ

や資源状況により柔軟に漁場を決定することで、水揚げの平準化と価格

の安定化、漁獲圧の分散による資源の持続的利用を図る。船団長及びグル

ープ毎の代表船を置くとともに、組合に統括部門を設置することで、指揮
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及び指導系統を構築する。各グループに省エネ性能が高い新船を配置し

漁場探索の役割を担う。  

② 操業日数の削減  

４～６月に１週間ごとに１グループが交代で休漁をすることにより、

年間操業日数を１８０日以下にして燃料消費量を削減するとともに、漁

場を休ませることによって資源保護に取り組む。  

 

Ｃ  付加価値を高めるための船上での取組 

① １航海当たりの操業日数の短縮 

震災前は３日間としていた１航海当たりの操業を、沿岸では１日、沖

合では１～２日、福島海域では３日以内を基本とすることで、漁獲物の

高鮮度化を図る。 

② 魚艙内漁獲物の制限 

魚艙一区画当たりに入れる量を２㌧から１.５㌧に削減する。 

 

Ｄ  需要に応じた供給体制の確立 

① 魚市場や買受人等との情報交換 

宮城近底、魚市場及び買受人等との情報交換を密にして需要に応じた

操業・水揚げ計画（年間・月間）を立てるため、７～８月の休漁期間中に

魚市場及び買受人等との協議の場を設ける。安定した価格形成を図ると

ともに、魚市場及び買受人等における計画的な購入や事前の人員配置等

の決定に資するよう操業船情報（操業位置、魚種、漁獲量等）を提供する。 

② 各魚市場の需要に応じた供給 

水揚げ地以外での需要にも対応した陸送（石巻・塩釜間、石巻・女川

間、石巻・福島県内間等）を行う。 

③ 水産加工業者の需要に応じた供給 

水産加工業者からの情報・要望を踏まえ、イトヒキダラ等を狙った操 

業をすることで、継続的にすり身原料等を供給する。 

 

Ｅ  持続的な漁業のための資源保護 

①   マダラの小型魚（マメマメ）の保護 

マダラの保護（漁獲削減）を図るため、小型魚が多く分布する時期・場

所における操業を控えるとともに、マダラの漁獲量のうち小型魚が  

２０％以上入網した場合には漁場（曳網水深帯等）を変更する。 

② 小型ケガニの保護 

甲長 7cm 未満の小型のケガニの再放流を行う。 
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③ キチジ・サメガレイの保護区 

キチジ及びサメガレイの資源保護のため、保護区を設定する。 

④ 関係地区との連携 

自主的な資源管理措置については、宮城近底、福島相馬及び福島いわき

の関係地区と連携しながら推進を図る。 

⑤ イトヒキダラの活用による他資源への漁獲圧減 

未利用資源であるイトヒキダラ等の有効利用を図ることにより他資源

への漁獲圧削減に資する。 

  

Ｆ  地域の次世代モデル船の導入（１０５㌧への大型化） 

①   居住性・安全性の改善 

・居住区を上甲板に配置、寝台の大型化、浴室設備の拡充 

・フラップラダーの導入 

・船主楼入り口開口部を甲板上に設置 

・船主楼甲板上の操舵室とブルワークの間に波除板を設置 

・船尾スリップウェー両側の作業板子区画を閉囲した船尾楼を設置 

・リモートコントロールによるトロールウインチ作業 

② 省エネ・省コスト化型船の導入 

・ナックルバルブ付きバトックフロー船型の導入 

・大口径可変ピッチプロペラの導入 

・船内照明のＬＥＤ化 

・サテライトコンパスの導入 

・海水配管材料を肉厚亜鉛鍍金施工 

③ 漁獲物の付加価値向上・衛生管理の徹底 

・海水冷却装置の導入 

・滅菌冷海水を用いて魚艙、甲板等の清掃 

・魚艙内壁をＦＲＰ仕様 

・漁船一般衛生管理記録簿の整備 

 

＜流通・販売に関する事項＞ 

Ｇ  付加価値を高めるための陸上での取組 

① 低・未利用魚種の販路開拓 

カナガシラ、ナガヅカ、アカドンコ、オニヒゲ等の低・未利用魚につい

て、宮城近底、魚市場及び買受人等と連携し、商品の開発、イベントの開

催、試食品の提供等を実施し、認知度の向上、販路拡大、単価向上を図る。
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宮城近底、大学、水族館、魚市場及び買受人等と連携し、これまで利用価

値の低かった低・未利用魚を用いた加工品の検討・普及による有効活用を

図る。  

② インターネット販売等の検討 

カナガシラやカレイ類、タラ類等を箱詰めにして魚市場及び買受人等

と連携してインターネット販売等を検討し、新たな販路を開拓する。 

②   石巻地区における底びき船のシンボル魚の選定 

宮城近底、魚市場、買受人、水産加工業者、観光業等と連携し、石巻地

区のシンボル魚（例えばキチジ等）の選定と宣伝に着手する。 

④ ナノバブルの使用による鮮度保持 

ナノバブル低酸素海水・氷による鮮度保持を図る。 

 

Ｈ  魚市場における衛生管理、販売促進等 

① 閉鎖型の高度衛生管理市場における鮮度・衛生管理 

殺菌冷海水などの水環境や温度管理などにより鮮度管理や衛生管理が

徹底された閉鎖型の高度衛生管理市場により、漁獲物を高品質・高鮮度で

供給することで、魚価の安定・向上を図る。 

② 「みやぎ水産の日」等と連携した消費拡大 

毎月第３水曜日の「みやぎ水産の日」、各種イベント及び宮城近底と連

携した取組により漁獲物の普及を図り、認知度向上と消費拡大を図る。 

③ 放射性物質検査への検体提供 

従来実施してきた放射性セシウムの検査に加え、トリチウムの検査へ

の検体提供に協力し、漁獲物の安全性を確保する。 
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大事項 中事項 震災前から現在までの状況と課題 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠 

 

 

 

Ａ－④ 

 

県産漁獲物の市場評価に関する

情報収集を行う。 

 

福島県内魚市場への水揚げ 

福島県沖の漁獲物の福島県内

魚市場への水揚げについては、福

島県の魚市場及び買受人等の要

望を踏まえて、福島県関係者と魚

種ごとの数量について協議の上、

福島県内の魚市場への水揚げ量

を増加させる。 

 

 

 

・福島県内へのキチジやサメガレイ等の流通が拡

大する。 

 

 

 

 

 

資料集 

９ページ 

 

漁場や資

源に応じ

た操業方

法、操業

体制の転

換 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【震災前の状況】 

○宮城県沖から茨城県沖で操業。 

 

○スルメイカなど主要漁獲物の生鮮

向け販売が少ない。 

 

【震災以降から継続している課題】 

○東京電力(株)福島第一原発事故の

影響により操業は宮城県沖と福島

県沖の一部に限られている。 

 

○来遊魚種の変化により、資源の変動

に対して経営が不安定化している。 

 

 

Ｂ－① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２隻のグループ操業 

１２隻をグループに分けて「沿

岸・沖合・福島海域」の３区域を

各グループが交代しながら操業

を行うこと基本とし、グループ編

成や操業水域は適宜資源状況や

海況等によって判断する。 

また、往復航行時の経済速力の

遵守によるコスト削減を図ると

ともに、魚市場及び買受人等のニ

ーズや資源状況により柔軟に漁

場を決定する。 

船団長及びグループ毎の代表

船を置くとともに、組合に統括部

門を設置する。 

・資源、需要に配慮し、柔軟な操業を行うことで、

コスト削減、漁獲圧の分散、漁獲物の安定供給に

つながる。 

 

・近年の海洋環境の変化に伴い来遊魚種が変化し

ているが、グループ操業による計画的な水揚げ

を実践することにより、基準年並の水揚げが期

待される。 

震災前：2,501 トン/隻 

基準年：1,609 トン/隻 

 

 

 

 

 

資料集 

１０ページ 
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大事項 中事項 震災前から現在までの状況と課題 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｅ－③ 

 

 

 

Ｅ－④ 

 

 

 

 

 

Ｅ－⑤ 

 

 

 

 

 

キチジ・サメガレイの保護区 

キチジ及びサメガレイの保護

区を設定する。 

 

関係地区との連携 

自主的な資源管理措置につい

ては、宮城近底、福島相馬及び福

島いわきの関係地区と連携しな

がら推進を図る。 

 

イトヒキダラの活用による他資

源への漁獲圧減 

未利用資源であるイトヒキダ

ラ等の有効利用を図ることによ

り他資源への漁獲圧削減に資す

る。 

・資源の持続的利用が図られる。 

 

 

 

・同じ漁場を利用する宮城福島両県船が協力して

資源保護に取り組むことで、より資源保護の効

果が得られ、資源量の増加に繋がる。 

 

 

 

・資源の持続的利用が図られる。 

 

 

 

 

 

資料集 

１５ページ 

 

 

資料集 

１５ページ 

 

 

 

 

資料集 

１５ページ 

 

 

 

 

 地域の次

世代モデ

ル船の導

入（１０

５㌧への

大型化） 

 

 

【震災前から継続している課題】 

○漁船の代船建造が進まず、高船齢化

が進んだ。 

 

○寝台が狭く、かつ水面下に設置され

ており、居住環境の改善や、緊急時の

安全性の確保が求められていた。 

 

○漁船の高船齢化に伴い、メンテナン

スコストが上昇しており、省エネ型

漁船への転換が求められていた。 

 

 

Ｆ－① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住性・安全性の改善 

・居住区を上甲板に配置、寝台の

大型化、浴室設備の拡充 

・フラップラダーの導入 

・船主楼入り口開口部を甲板上

に設置 

・船主楼甲板上の操舵室とブル

ワークの間に波除板を設置 

・船尾スリップウェー両側の作

業板子区画を閉囲した船尾楼

を設置 

・リモートコントロールによる

トロールウインチ作業 

・居住環境、労働環境の改善により、乗組員の定着

が図られる。 

 

・居住区への波の侵入を抑えられ、緊急時等の乗組

員の安全が確保される。 

 

・船首からの波の進入を抑えるとともに、船尾楼で

の漁撈作業の改善を図ることで、乗組員の転落

事故防止や、乗組員の作業性・安全性の向上が見

込まれる。 

 

・曳網時の作業負担が軽減される。 

 

資料集 

１６ページ 

１７ページ 
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大事項 中事項 震災前から現在までの状況と課題 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠 

 

 

 

Ｇ－② 

 

 

 

 

 

 

Ｇ－③ 

 

 

 

 

 

 

 

Ｇ－④ 

 

 

魚を用いた加工品の検討・普及に

よる有効活用を図る。 

 

インターネット販売等の検討 

カナガシラやカレイ類、タラ類

等を箱詰めにして魚市場及び買

受人等と連携してインターネッ

ト販売等を検討し、新たな販路を

開拓する。 

 

石巻地区における底びき船のシ

ンボル魚の選定 

宮城近底、魚市場、買受人、水

産加工業者、観光業等と連携し、

石巻地区のシンボル魚（例えばキ

チジ等）の策定と宣伝に着手す

る。 

 

ナノバブルの使用による鮮度保

持 

ナノバブル低酸素海水・氷によ

る鮮度保持を図る。 

 

 

 

 

 

・新たな販売方法を検討することにより、新たな販

路開拓や、宮城沖底の知名度向上に繋がること

が期待される。 

 

 

 

 

・キチジ等のブランド化及び宣伝に着手すること

により、魚価の向上が期待される。 

 

 

 

 

 

 

・高鮮度化に伴う魚価の安定が期待される。 

 

 

 

 

資料集 

１９ページ 

 

 

 

 

 

資料集 

１９ページ 

 

 

 

 

 

 

資料集 

１９ページ 

 

 

 

魚市場に

おける衛

生管理、

販売促進

等 

【震災前の状況】 

○水産業は、石巻市、塩竈市、女川町

の基幹産業となっており、市場機能

の強化や、ブランド化の促進など、

水揚げから流通加工業までが一体

Ｈ－① 

 

 

 

 

閉鎖型の高度衛生管理魚市場に

おける鮮度・衛生管理 

殺菌冷海水などの水環境や温

度管理などにより鮮度管理や衛

生管理が徹底された閉鎖型の高

・鮮度管理や衛生管理が徹底された魚市場から、水

産物の供給を行うことで、魚価の安定・向上が図

られる。 

 

 

資料集 

２０ページ 

 

 

 






















